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（趣旨） 

第１条 この要綱は，善良の風俗及び良好な住環境の保持，青少年の健全な育成並びに旅

館業の適正な運営の確保を図るため，本市の区域内における旅館業施設の建築等に関し

必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は，次項で定めるもののほか，旅館業法（以下

「法」という。）及び京都市旅館業法の施行及び旅館業の適正な運営を確保するための

措置に関する条例（以下「条例」という。）において使用する用語の例による。 

２ 次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めるところによる。 

⑴ 旅館業施設 旅館・ホテル営業又は簡易宿所営業の用に供する施設をいう。 

⑵ 建築 建築基準法第２条第１３号から第１５号までに掲げる建築，大規模の修繕又

は大規模の模様替をいう。 

⑶ 建築主等 建築基準法第６条第１項の規定による確認を受け，旅館業施設を建築し，

又は旅館業施設以外の施設の用途を変更して旅館業施設としようとする者をいう。 

 

（構造等の基準） 

第３条 旅館業施設は，法，旅館業法施行令，旅館業法施行規則，条例，京都市旅館業法

の施行及び旅館業の適正な運営を確保するための措置に関する規則及び京都市旅館業法

の施行に関する要綱に定める構造設備の基準のほか，次の各号に掲げる基準に適合しな

ければならない。 

⑴ 客室の内部が過度に装飾されていないこと。 

⑵ 客室の室内の天井及び壁面の仕上材には，鏡を用いていないものであること。 

⑶ 形態及び意匠は，次に掲げるとおりとする。 

ア 屋根及び屋上には，過度の装飾又は突起物等を設けないこと。 

イ 屋根は，ドーム，円錐形又は角錐形等としないこと。 

ウ 外壁には，過度の凹凸，曲面又は傾斜を設けないこと。 

エ 外壁の開口部は，三角形，円形又は楕円形としないこと。 

オ 屋根，外壁等は，けばけばしい色彩を用いないこと。 

カ 屋根，外壁等には，過度のネオン等の照明設備を設けないこと。 

キ 広告物又は広告物を掲出する物件の形態，色彩及び意匠は醜い印象を与えないこ

と。 



⑷ 前各号に定めるもののほか，構造，設備，形態及び意匠が善良の風俗若しくは良好

な住環境を損ない，又は青少年の健全な育成若しくは旅館業の適正な運営の確保に支

障を及ぼすおそれがないこと。 

 

（計画の公開） 

第４条 建築主等は，次条の規定による市長の承認を申請する日の２０日前から，建築基

準法第６条第４項の規定による確認の通知があるまでの間，当該旅館業施設の敷地内の

見やすい場所に，当該建築又は用途の変更の計画（以下「計画」という。）の概要を記

載した標識（第１号様式）を設置しなければならない。ただし，条例第１０条第１項で

規定する小規模宿泊施設の外部に設ける玄関帳場のみに係る計画については，この条及

び次条の規定を，京都市宿泊施設の建築等に係る地域との調和のための手続要綱（以下

「調和要綱」という。）第６条から第８条及び第１０条の規定による手続を行った計画

については，この条の規定を，それぞれ適用しない。 

２ 建築主等は，前項の標識を設置したときは，速やかに市長に報告しなければならない。 

３ 建築主等は，近隣住民その他の関係者に対し，当該旅館業施設の計画の概要について，

説明を行うとともに，必要と認められるときは，説明会を開催する等の措置を講ずるも

のとする。 

４ 標識の記載事項に変更を生じたときは，直ちに標識の記載を訂正しなければならない。 

 

（計画の承認） 

第５条 建築主等は，旅館業施設に係る建築又は用途の変更について建築基準法第６条第

１項又は第６条の２第１項（同法第８７条第１項においてこれらの規定を準用する場合

を含む。）の規定による確認の申請書（以下「確認申請書」という。）を提出する前（当

該建築又は用途の変更に関し，確認申請書の提出に先立ち，宅地造成等規制法，都市計

画法その他の法令の規定により許可の申請等を行う場合にあっては，当該許可の申請等

を行う前）に，当該計画が第３条に規定する基準に適合するものであることについて，

市長の承認を受けなければならない。 

２ 前項の市長の承認を受けようとする者は，旅館業施設計画承認申請書（第２号様式）

に次の各号に掲げる書類を添えて，市長に提出するものとする。ただし，調和要綱第６

条から第８条及び第１０条の規定による手続を行った者は，次の第１号及び第２号に掲

げる書類の添付を省略することができる。 

⑴ 公開結果報告書（第３号様式） 

⑵ 標識を設置している状況を撮影した写真 

⑶ 構造設備の概要（第４号様式） 

⑷ 付近見取図（縮尺２，５００分の１以上で，縮尺，方位及び申請に係る建築物の敷

地境界線から周囲おおむね２００メートルの区域内の状況が明記されたもの） 

⑸ 配置図（縮尺２００分の１以上で，縮尺，方位，敷地境界線及び敷地内における建

築物の位置が明記されたもの） 

⑹ 各階平面図（縮尺２００分の１以上で，縮尺，方位，玄関帳場（玄関帳場代替設備

を含む）の位置及び設備の配置が明記されたもの） 

⑺ 客室の床面積，寝室面積及び窓面積の算定範囲を示す書類 

⑻ 玄関帳場及びロビーの面積の算定範囲を示す書類 

⑼ 面積及び寸法に係る構造設備基準適合状況確認表（第５号様式） 

⑽ 立面図（縮尺２００分の１以上で，縮尺，屋根及び外壁の色彩が明記されたもの） 

⑾ 室内の仕上げを明示した書類 

⑿ 屋外に掲出する広告物の意匠及び形態並びに設置場所を明示した図面 

⒀ その他市長が必要と認める書類 

 

 



（情報提供等） 

第６条 第５条に規定する計画の承認について，関係機関に対し，必要に応じて情報提供

し，意見を求めることができるものとする。 

        

（建築主等に対する勧告） 

第７条 市長は，第５条の規定により市長の承認を受けようとする計画が第３条に規定す

る基準に適合していないと認めるときは，建築主等に対し，計画の中止又は変更の勧告

を行うものとする。 

 

（公表） 

第８条 市長は，前条の勧告を行った場合において，建築主等がその勧告に従わないとき

は，建築主等の氏名及び住所（法人にあっては，名称及び代表者の氏名並びに主たる事

務所の所在地）並びにその勧告の内容を公表することがある。 

 

（補則） 

第９条 この要綱の施行に関し必要な事項は，保健福祉局医療衛生推進室長が定める。 

 

 

附 則 

（実施期日） 

１ この要綱は，決定があった日から実施する。 

（経過措置） 

２ この要綱は，この要綱の実施の日（以下「実施日」という。）以後に建築基準法第６

条第１項に規定する確認の申請書が提出される計画について適用する。ただし，市長が

適当と認めるものについては，この限りでない。 

 

附 則 

この要綱は，決定のあった日から実施し，平成２年４月１日から適用する。 

（平成５年９月１６日衛生局長決定） 

 

附 則 

この要綱は，決定のあった日から実施し，平成６年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要綱は，平成７年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要綱は，平成８年５月２４日から適用する。 

 

附 則 

この要綱は，決定のあった日から実施し，平成９年４月１日から適用する。 

（平成９年４月１日環境保健局長決定） 

 

附 則 

この要綱は，決定のあった日から実施し，平成１０年４月１日から適用する。 

（平成１０年４月１日保健局長決定）  

 

附 則 

この要綱は，決定のあった日から実施し，平成１１年４月１日から適用する。 



（平成１１年４月１日保健福祉局長決定）  

 

附 則 

この要綱は，決定のあった日から実施し，平成２５年５月２７日から適用する。 

（平成２５年５月２７日保健医療・介護担当局長決定） 

 

附 則 

この要綱は，決定のあった日から実施し，平成２８年１２月１日から適用する。 

（平成２８年１１月２１日保健医療・介護担当局長決定） 

 

附 則 

この要綱は，平成２９年７月３１日から適用する。 

（平成２９年７月３１日健康長寿のまち・京都推進担当局長決定） 

 

附 則 

（実施期日） 

１ この要綱は，令和元年８月２０日から実施する。 

  （令和元年８月２０日健康長寿のまち・京都推進担当局長決定） 

（経過措置） 

２ 改正前の京都市旅館業施設建築等指導要綱第３条で規定する地域以外の地域について

は，令和２年３月３１日までの間，改正後の同要綱を適用せず，なお従前の例による。

ただし，市長が特に必要と認める場合にあっては，この限りでない。 

 

附 則 

（実施期日） 

１ この要綱は，令和２年４月１日から実施する。 

  （令和２年３月３１日健康長寿のまち・京都推進担当局長決定） 

（経過措置） 

２ 従前の様式による用紙については，市長が認めるものに限り，当分の間，これを使用

することができる。 

 

附 則 

（実施期日） 

１ この要綱は，令和４年４月１日から実施する。 

  （令和４年２月４日医療衛生担当局長決定） 

（経過措置） 

２ 従前の様式による用紙については，市長が認めるものに限り，当分の間，これを使用

することができる。 


